　　　地区市民協議会補助金交付要綱
　（目的）
第１条　この要綱は、住民自治の基本単位として一次生活圏（小学校区）ごとに設けられる地区市民協議会において、地区の住民活動の総合的な連帯化を図り、住民自身の手によるまちづくりの推進に寄与することを目的とする。
　（定義）
第２条　この要綱において、地区市民協議会（以下「協議会」という。）とは、当該地区に居住し、通勤し若しくは通学している者又は当該地区に所在する団体が自主的に参画し、環境保全、人権啓発、青少年の健全育成など、地域福祉の発展のために活動する団体で市長が認めたものをいう。
　（規則との関係）
第２条の２　地区市民協議会補助金（以下「補助金」という。）の交付手続については、岸和田市補助金等交付規則（平成11年規則第43号）第20条の規定により同規則の適用を除外するものとする。
　（補助対象事業）
第３条　補助金の対象となる事業は協議会の活動に係る事業とする。
　（補助対象経費）
第４条　補助金の対象となる経費は前条に定める事業に要する経費とする。ただし、交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立金、過度な贈答品、記念品、その他社会通念上公金で賄うことが相応しくないものを除く。
　（補助金の額）
第５条　補助金の額は、予算の範囲内において、次の基準により給付することができる。
　(1) 37万円＋当該地区世帯数×50円
　(2) 前号に掲げる当該地区世帯数は、当該年度の４月１日現在の住民基本台帳によるものとする。
　（交付の申請）
第６条　市長は、補助金の交付を申請しようとする者に対し、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、提出させるものとする。
　(1) 活動計画書（様式第２号）
　(2) 収支予算書（様式第３号）
　(3) 協議会の会則
　(4) 協議会の役員名簿（様式第４号）
　(5) 参加団体名簿（様式第５号）
　（交付の決定等）
第７条　市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等により当該申請の内容を審査し、補助金の支給の可否を決定したときはその旨を当該申請をした者に通知するものとする。
２　補助金は、前項の規定により補助金の交付の決定を受けた者からの請求に基づき、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第163条の規定による前金払により交付する。
　（交付の条件）
第８条　市長は、補助金の交付の決定をする場合においては、次に掲げる条件を付するものとする。
　(1) 補助金を協議会の活動に要する費用以外の使途に使用しないこと。
　(2) 毎年度末に協議会の活動実績を報告すべきこと。
（活動の報告）
第９条　市長は、補助金の交付の決定を受けた者（以下「受給者」という。）に対し、毎年度末に活動報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、提出させるものとする。
　(1) 活動実績報告書（様式第７号）
　(2) 収支決算書（様式第８号）
（交付決定の取消し等）
第10条　市長は、受給者が次のいずれかに該当すると認めたときは、既に行った補助金の交付決定の内容を取り消し、又は交付決定の内容を変更することがある。
　(1) 第６条各号に掲げる条件に反したとき。
　(2) 補助金の交付が第１条に規定する目的に照らし適切でないと認められる事情が生じたとき。
（補助金の返還）
第11条　市長は、補助金の交付後において、前条の規定により交付決定を取り消し、若しくは交付決定の内容の変更に伴い補助金の額を減額したとき又は受給者が虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたと認めるときは、補助金の全部又は一部の返還を求めるものとする。
　　　　附　則
　この要綱は、平成12年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成13年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
 　　附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
